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自：２０２３年 ４月 １日

至：２０２４年 ３月３１日

損 益 計 算 書
株主資本等変動計算書
個 別 注 記 表

計 算 書 類

株式会社ウイン・インターナショナル

貸 借 対 照 表



（単位：千円）

【 21,453,940 】 【 15,926,159 】

5,483,250 13,075,531

11,330,279 1,876,732

2,502,488 128,942

1,837,547 45,057

43,920 263,763

256,453 302,156

27,020

11,338

161,189

【 3,498,561 】 34,427

( 2,971,252 ） 【 779,136 】

建 物 853,019 777,136

構 築 物 33,736 2,000

工 具、器具及び備品 704,189 16,705,296

減 価 償 却 累 計 額 △ 703,503

土 地 1,958,736 【 8,203,329 】

建 設 仮 勘 定 125,074 330,625

( 3,857 ） 196,875

ソ フ ト ウ エ ア 3,718 資 本 準 備 金 196,875

そ の 他 139 7,675,829

( 523,451 ） 利 益 準 備 金 17,500

投 資 有 価 証 券 66,240 そ の 他 利 益 剰 余 金 7,658,329

出 資 金 10 繰 越 利 益 剰 余 金 7,658,329

長 期 前 払 費 用 14,287 43,875

敷 金 及 び 保 証 金 67,716 43,875

保 険 積 立 金 57,549

繰 延 税 金 資 産 317,647 8,247,205

24,952,501 24,952,501

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。  

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 純 資 産 合 計

 （無 形 固 定 資 産）

【株　主　資　本】

資 本 剰 余 金

 （投 資 そ の 他 の 資 産）

その他有価証券評価差額金

資 本 金

利 益 剰 余 金

【評価・換算差額等】

純　資　産　の　部

未 払 消 費 税 等

【固　定　資　産】

賞 与 引 当 金

そ の 他

そ の 他

負 債 合 計

契 約 負 債

 （有 形 固 定 資 産） 【固　定　負　債】

前 受 金

退 職 給 付 引 当 金

商 品 未 払 費 用

前 払 費 用 未 払 法 人 税 等

そ の 他

【流　動　資　産】 【流　動　負　債】

現 金 及 び 預 金 支 払 手 形 及 び 買 掛 金

電 子 記 録 債 権 未 払 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 電 子 記 録 債 務

貸　借　対　照　表
（2024年３月31日現在）

資　産　の　部 負　債　の　部

科　目 金　額 科　目 金　額
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（単位：千円）

50,322,802

44,413,065

5,909,736

4,285,015

1,624,721

5

1,200

9,096

3,200 13,502

415

711 1,127

1,637,096

57,394 57,394

1,694,490

534,218

△ 24,200 510,018

1,184,472

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

売 上 原 価

損　益　計　算　書
自　2023年４月１日
至　2024年３月31日

科　　　目 金　　　額

売 上 高

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

そ の 他

受 取 配 当 金

経 常 利 益

法人税、住民税及び事業税

不 動 産 賃 貸 料

そ の 他

営 業 外 費 用

不 動 産 賃 貸 費 用

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

特 別 利 益

株 式 報 酬 受 入 益

税 引 前 当 期 純 利 益
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（単位：千円）

資本剰余金 その他利益剰余金 利益剰余金
合計 繰越利益剰余金 合計

330,625 196,875 196,875 17,500 7,915,741 7,933,241

剰 余 金 の 配 当 △ 1,441,884 △ 1,441,884

当 期 純 利 益 1,184,472 1,184,472
株主資本以外の項目
の 当 期 末 変 動 額
( 純 額 )
当事業年度変動額合計 － － － － △ 257,412 △ 257,412

330,625 196,875 196,875 17,500 7,658,329 7,675,829

－ 8,460,741 42,060 42,060 8,502,802

剰 余 金 の 配 当 △ 1,441,884 △ 1,441,884

当 期 純 利 益 1,184,472 1,184,472
株主資本以外の項目
の 当 期 変 動 額
（ 純 額 ）

1,814 1,814 1,814

当事業年度変動額合計 － △ 257,412 1,814 1,814 △ 255,597

－ 8,203,329 43,875 43,875 8,247,205

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

当 事 業 年 度 変 動 額

当 事 業 年 度 末 残 高

純資産合計自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等
合計

当 事 業 年 度 期 首 残 高

評　価・換　算　差　額　等

当 事 業 年 度 期 首 残 高

当 事 業 年 度 変 動 額

当 事 業 年 度 末 残 高

株　主　資　本

株主資本等変動計算書
自　2023年４月１日
至　2024年３月31日

株　　　主　　　資　　　本

資本金
資　本　剰　余　金 利　益　剰　余　金

資本準備金 利益準備金
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個 別 注 記 表 
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
(1) 資産の評価基準及び評価方法 
① 有価証券の評価基準及び評価方法 
その他有価証券 
市場価格のない株式等以外のもの 
時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定）によっております。 

市場価格のない株式等 
移動平均法による原価法によっております。 

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法 
商品 
移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法によ
り算定）によっております。 

(2) 固定資産の減価償却の方法 
① 有形固定資産 

定率法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
建物及び構築物 
10～50年 
工具、器具及び備品 
４～15年 
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月
１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。 

② 無形固定資産 
定額法を採用しております。 
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ
いております。 

(3) 引当金の計上基準 
① 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお
ります。 

② 賞与引当金 
従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計
上しております。 

③ 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき
計上しております。 

(4) 収益及び費用の計上基準 
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足す
る通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 
 商品販売 
医療機器販売事業においては、主に虚血性心疾患関連機器や心臓律動管理関連機器、心臓
血管外科関連機器の販売をしております。このような商品販売については、顧客によって受
領が確認された時点で商品の支配が顧客に移転し、履行義務が充足されると判断したため、
当該履行義務の充足時点で収益を認識しております。取引の対価は、履行義務を充足してか
ら概ね３ヶ月以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。 
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工事契約 
医療機器販売事業における工事契約については、一定の期間にわたり支配が移転し、履行義務が
充足されると判断したため、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を認
識することとしております。当該工事契約における履行義務の性質を考慮した結果、原価の発生が
工事の進捗度を適切に表すと判断しているため、履行義務の充足に係る進捗度の測定は、各報告期
間の期末日までに発生した工事原価が予想される工事原価の合計に占める割合に基づいて行うこと
としております。なお、収益認識会計基準適用指針第95項に該当する取引については代替的な取扱
いを適用し、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。取引の対価は、契約条件
に従い、概ね３ヶ月以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。  
 
 

２．貸借対照表に関する注記 
(1) 受取手形及び売掛金のうち、顧客との契約から生じた債権の残高は、次のとおりであります。 

受取手形     907千円 
売掛金  11,329,371千円 
 

(2) 直接減額方式による圧縮記帳額は、次のとおりであります。 
   建物及び構築物  989,085千円 
   土地      1,079,607千円 
     
 
３． 株主資本等変動計算書に関する注記 
(1) 当該事業年度末における発行済株式の種類及び総数 

普通株式 12,303,400株
(2) 剰余金の配当に関する事項 
① 配当金支払額等  

決 議 
株 式 の 
種 類 

配当金の総額(千円) １株当たり配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日 

2 0 2 3年６月５日 
定 時 株 主 総 会 

普 通 株 式 1,441,884 117.19 
2023年 
３月31日 

2023年 
６月６日 

 
② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌事業年度になるもの  

決 議 
株 式 の 
種 類 

配 当 の 原 資 
配当金の総額
( 千 円 ) 

１ 株 当 た り 
配 当 額 ( 円 ) 

基 準 日 効力発生日 

2 0 2 4年６月３日 
定 時 株 主 総 会 

普通株式 利益剰余金 1,184,472 96.27 
2024年 
３月31日 

2024年 
６月４日 
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４．収益認識に関する注記 
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

財又はサービスの種類別の内訳 
 (単位：千円) 

 売上高 

虚血性心疾患関連 11,699,726 

心臓律動管理関連 11,707,305 

心臓血管外科関連 8,302,670 

末梢血管疾患関連及び脳外科関連 5,016,290 

医療機器関連 5,829,702 

その他 7,767,106 

顧客との契約から生じる収益 50,322,802 

その他の収益 － 

外部顧客への売上高 50,322,802 

 

(2) 収益を理解するための基礎となる情報 

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「1．重要な会計方針に係

る事項に関する注記（4）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 
 

(3) 当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報 

①契約負債の残高等 
 (単位：千円) 
 当事業年度 

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 11,782,666 

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 13,832,767 

契約負債（期首残高） 56,203 

契約負債（期末残高） 27,020 

契約負債は、医療機器販売事業において、主に保守サービスにかかる顧客からの前受金に関

連するものであります。契約負債は、サービスの提供に伴って履行義務が充足され、収益へと

振替えられます。当事業年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれて

いた額は、40,578千円であります。また、当事業年度において、契約負債が29,183千円減少し

た主な理由は、前受金の減少によるものであります。 

なお、過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から、当事業年度に認識した収

益に重要性はありません。 
 

②残存履行義務に配分した取引価格 

当社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、当初

に予想される契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりません。 

未充足（又は部分的に未充足）の履行義務は、当事業年度末において15,664千円であります。 

当該履行義務は、期末日後１年内に約55％、３年以内に約35％、３年超に約10%が収益として

認識されると見込んでおります。 

なお、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありま

せん。 
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